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物流業界の2024年問題
荷主側・消費者側にできること

例えば…

•出荷時の待ち時間削減等のスムーズな集荷

•物流コスト高騰への対策

•モダールシフトへの転換

•長距離輸送ルートの見直し

　荷待ち時間の恒常的な発生は、荷主勧告制度の
　「荷主の主体的な関与」の一つに該当するとされます。

※荷主勧告制度…トラック運送事業者の法令違反行為に荷主の
主体的関与が認められた場合、当該荷主事業者に対し国土交通
大臣による勧告が発動され荷主名と事案概要が公表される制度
です。

荷主企業ができること

出典：国土交通省HP

　「2024年問題」とは、2024年4月から、これまで猶予されてきたトラックドライバーの時間外労働の上限が年間960時
間に規制されることで発生するさまざまな問題のことです。労働時間が制限されることで、運送企業の労働環境の改善
やドライバーの健康維持という点では望ましいことですが、売り上げ減少や人件費高騰（運賃上昇）などにより物流全体
に支障がでてきます。
　2024年に向けて物流業界は物流DXの導入システム活用による業務効率化や労働管理、労働環境の改善、ドライ
バーの人材不足対策などに追われています。
　物流サービスを利用している荷主企業や消費者も影響を受けますのでホワイト物流実現への協力が必要となります。

　急速拡大するEC市場に伴い増える宅
配便。中でも再配達は宅配便の約12％
を占めています。私たちは消費者の立場
で再配達削減に努めましょう。

消費者として
私たちができること

出典：国土交通省HP

　物流において、物流事業者と荷主企業、受取企業、消費者は密接に関係しています。2024年問題を乗り越えるため
には関係するすべての方の協力や理解が必要不可欠ですし、みんなが主体性を持って物流の最適化を目指していくこと
が大切ですね。
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景気動向
調査

　当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。
　令和５年４～６月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。
※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率62.0％

【主要な表現について】
○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。
○ＤＩ値：（増加・好転と回答した割合）－（減少・悪化と回答した割合） 悪化すればするほどＤＩ値は▲（マイナス）になります。

問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000

建設業、仕入材料価格増加への
不安強まる

令和５年４～６月　中小企業景況調査　結果報告書
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全産業◆ 建設業■ 製造業▲ 小売業
▲

卸売業× サービス業●

業種別業況判断の動向表１

▲10.6 ▲22.7 4.3 ▲15.4 ▲12.0 ▲7.4

R3年10月～
12月期

R4年1月～
3月期

R4年4月～
6月期

R4年7月～
9月期

R4年10月～
12月期

R5年1月～
3月期

R5年4月～
6月期

R5年4月～
6月期

D
I値

業況判断の動向（表1）：全産業での業況は、DI値▲10.6で前回（2023年1月～ 3月）より0.2ポイント減少しました。建
設業前回7.7ポイントから▲22.7ポイントに減少しました。また製造業前回▲26.1ポイントか
ら4.3ポイントに増加しました。

全産業売上高の推移：前回▲1.6ポイント（2023年1月～ 3月）から2.4ポイント増加しました。
　　　　　　　　　　　製造業21.7ポイント、サービス業15.4ポイントで改善傾向を示しました。
全産業資金繰りの動向：前回▲9.7ポイント（2023年1月～ 3月）から8.9ポイント増加しました。
　　　　　　　　　　　製造業8.7ポイントで改善傾向を示しました。
全 産 業 採 算 の 動 向：前回▲21.6ポイント（2023年1月～ 3月）から0.3ポイント増加しました。
　　　　　　　　　　　全産業足踏み状態を示しました。
全産業雇用人員の動向：前回▲4.2ポイント（2023年1月～ 3月）から7.6ポイント増加しました。
　　　　　　　　　　　製造業で人手不足感が減少しました。

管内全産業の業況


